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就学支援金制度は、教育に係る経済的な負担を軽減し教育の機会均等を図ることを目的
として、特別支援学校高等部の授業料相当額を交付する制度です。 就学支援金の支給を
希望される方は、学校が指定する受付期間内に申請を行ってください。

１ 就学支援金の支給対象となる世帯及び支給額

2 就学支援金の支給方法

令和４年度

支給対象となる世帯

（審査基準）

「区市町村民税の課税標準額×６％－区市町村民税の調整控除の額」が

３０万４,２00円未満

※ おおよその年収が910万円（世帯構成員等によって変動）未満の世帯が相当します。

ただし、あくまで審査は上記審査基準で行います。

※ お住まいが政令指定都市の場合は、「調整控除の額」に3/4を乗じて計算します。

※ 過去に高等学校に在籍したことのある方は、在籍年数等によって支給対象とならない

場合もあります。

生徒

生徒に代わって就学支援金
を受領し、授業料に充てる

就学支援金の費用
を都道府県に交付

学校

都道府県 国

就学支援金と
授業料を相殺

必要書類を提出必要書類を提出

就学支援金は、学校設置者（都道府県、学校法人等）が生徒本人に代わって受け取り、
授業料に充てます。生徒や保護者が直接受け取るものではありません。

■ 就学支援金を申請される方
①入学時（初回申請時）に受給資格申請をします。
・申請書兼収入状況届出書
・マイナンバー収集台紙 など
※次ページフローチャートで必要書類を確認し、記入例を見ながら書類を
準備してください。

②受給資格の認定を受けた方は、毎年７月に「収入状況届出書」及び所得確認書類を

提出します。
※申請を行わない場合、所得審査等の結果不認定となった場合は、授業料を納めて
いただく必要があります。

■ 就学支援金を申請しない方（※授業料が請求されます。）
申請書兼収入状況届出書の不申請にチェックをつけて提出してください。
※申請書類は未提出でも構いませんが、未申請の意向を確認する場合があります。

高等学校等就学支援金のお知らせ

３ 就学支援金の受給に必要な書類

②学び直し支援金

高等学校等学び直し支援金制度とは、高等学校等を中途退学した方が、「学び直し」のため、

特別支援学校高等部に再び入学した場合、就学支援金支給期間である３６月を経過した後も、

最大１２月の期間、授業料相当額が支給される制度です。

減免基準の①～④及び⑨については、専攻科も対象となります。また、⑨の多子世帯に対する

減免は、所得制限により就学支援金の支給対象とならない世帯が対象です。年収の上限はあり

ません。

7 よくある質問

■ 該当と思われる方は、学校の経営企画室へお問い合わせください。

申請書類、受付期間、その他高等学校等就学支援金制度に関することについては、

在学する学校の経営企画室にお問い合わせください。



フローチャートの結果A～Cに該当した方で、マイナンバーを利用せずに申請する方は、以下の

所得確認書類をご準備ください。申請時及び収入状況届出（毎年7月）の都度、「高等学校等就学

支援金 受給資格申請書 （ 収入状況届出書）」に加えてご提出いただきます。

なお、課税証明書等の年度は提出回ごとに異なるので注意してください。

５ 課税証明書等の提出による所得確認

6 支援金以外の授業料支援について

①授業料減免制度

都立学校に在学する生徒のうち、以下の表に該当する方に対して授業料を減免する都の制度です。

基　準 減　免　の　額

① 生活保護受給世帯 全額免除

② 生活保護受給世帯と同程度の世帯 全額免除

③ 生活保護受給世帯に準ずる世帯 １／２減額

④ ４月始業式以前に他道府県に転出学した者 ４月に納付すべき授業料等の全額免除

⑤
所得要件を除けば就学支援金等の受給資格を得られる者で、保護者等の失職、
倒産などの家計急変により、授業料の納付が困難となったもの（前①から③ま
での基準に該当する者）

家計急変による収入状況が区市町村民税課税標準
額に反映されるまでの間（年度をまたぐ場合を含
む。）、授業料等の全額免除

⑥
月の中途（月の初日を除く。）に都立学校以外の学校から都立学校に転学した
者のうち、就学支援金等の支給要件を満たしているもの

転学した月に係る授業料等の全額免除

⑦
在学期間を除けば就学支援金等の支給要件を満たす者で、留学（※１）又は病
気療養（※２）により在学期間が就学支援金等の支給期間を超過したもの

超過した月に係る授業料等の全額免除

単位制による定時制課程又は通信制課程に在学する者のうち、就学支援金等の
支給要件を満たしているもので、次のいずれかの単位数を超過したもの。

ア　履修登録単位数が通算で７４単位又は年間で３０単位
イ　再入学した場合において、次の（ア）から（ウ）までの
　　単位数の合計が７４単位
（ア）既に取得した単位のうち卒業に必要な単位として認定を
　　　受けた単位数
（イ）再入学後の就学支援金の支給対象単位数
（ウ）学び直し支援金の支給対象単位数（（イ）と重複する
　　　単位を除く。）

⑨
所得要件を除けば就学支援金の支給要件を満たしている者で、保護者等の扶養
する２３歳未満の子等が３人以上いる世帯のもの（※３）

１／２減額

⑩ その他教育長が特に必要と認める者 全額免除又は１／２減額
　

　※３　特別支援学校の専攻科に在籍する生徒は、就学支援金の支給要件にかかわらず、減額対象とする。

⑧
就学支援金等の支給決定を受けた期間における、
超過した単位に係る授業料等の全額免除

　※１　留学　平成１１年４月１日付１０教学高第１０３８号通知「留学の取扱いについて」の定めるところにより、
　　　校長の留学許可の手続を経ていること。

　※２　病気療養　傷病の療養のための入院若しくは通院のため又は自宅療養等を行うために授業の欠席をしたことが、
　　　標準修業年限を超えて在学することの原因となったことを診断書等により証明ができる場合をいう。

手続回 手続内容 提出書類 提出枚数 支給対象期間

第１回手続
受給資格認定申請
（申請時のみ）

 令和 3 年度  区市町村民税課税標準額及び調整控除額
　 　(2021年度)  　　　　　　　　　　　が確認できる書類

　　   ①令和3年度 住民税（非）課税証明書
　　　②令和3年度 特別徴収税額通知書
　　　③令和3年度 住民税納税通知書

令和4年(2022年)4月分から
　令和4年(2022年)6月分まで

第２回手続
収入状況届出
（毎年７月）

令和 4 年度   区市町村民税課税標準額及び調整控除額
　 　(2022年度) 　　　　　　　　　　　 　が確認できる書類

　　　①令和4年度 住民税（非）課税証明書
　　　②令和4年度 特別徴収税額通知書
　　　③令和4年度 住民税納税通知書

令和4年(2022年)7月分から
　令和5年(2023年)6月分まで

　※区市町村によっては上記書類に区市町村民税の課税標準額や調整控除の額が記載されていない場合があります。

　　その場合、別途、区市町村で証明書の取得及び学校への提出が必要になる場合があります。

保護者等(原則親権者）
(共働きの場合は2名分）

又は

未成年後見人1名分
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